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この全学自由研究ゼミの目的は二点である。第一に、現代日本の国内・国際政治変容の理解であり、第二に、そのような理解のために必要な諸分析枠組の概説である。以上を通して、現代日本政治の学問的・理論的分析の面白さへの導入としたい。
ここ十年の日本の政治は冷戦の終焉と経済の国際化の中、政治改革後の政権と政策の頻繁な変動に見舞われている。マスメディアや論壇でいわれている「失われた十年」は往々にしてこのような不安定な政局運営での政策不適応を批判して使われている。
翻って学問としての政治学分析を考えた時、日本をとりまく環境がどう変化していて、どのような政策対応が議論され、いかなる理由で政策発動に問題が起こり、それがなぜ選挙や民意を通しての政党対立・競争や政権の政策運営によって是正されないかは自明でない。その理由は、一方でそのような理解のためには実証的分析が必要であり、他方でなにをどう実証するかは既存の理論水準に規定されるからである。従って、現代日本の政治変容の実証分析は、世上流布する「失われた十年」論の批判的に検証し、かつ従来の日本政治分析の理論枠組の批判的再考を促すものであろう。これが政治学の営為にほかならない。

このゼミでは、日本の政治分析の従来の分析枠組や現代日本の実証分析（担当者の研究を含めて）を分かりやすく解説することで、論壇の具ではなく学問分析の具としての政治学による日本の現状分析の入門としたい。
ゼミは下記の要領で、二週で一つのテーマを扱い、前半では主として歴史的・理論的背景、後半で９０年代以降の日本の変化を扱う。ゼミの進め方は、折角の少人数なので、参加者との直接のやりとりを通して、各自の理解を確認しながら進めて行きたい。
単位の要件は、出席点レポートである。レポートは２万—４万字程度で、参考文献表、あるいは事前相談で了解を得たものから最低、学術書１册、それ以外のジャーナリステックなものは関連のある数冊を取り上げる書評する。１０月１７日にレポート題目を届ける。書評は、その本の長所・短所について理論的に論ずることが重要で、内容の紹介はその議論に必要な部分に限定する。レポートは１２月２４日に初稿を必ず提出、１月８日にコメントを受け、２月２日最終稿提出。締切りはいずれも厳守のこと。
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21. 田中愛治「『政党支持なし』層の意識構造——政党支持概念再検討の試論」『レヴァイアサン』20号（木鐸社、1997）
第９週　参加・選挙（12.22）——選挙制度改革と政界再編
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１２月２２日　レポート第一稿提出
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30. 古城佳子「日米貿易不均衡是正と円高をめぐる政治過程」『レヴァイアサン』11号（木鐸社、1992）
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